
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

２．調査対象者向け依頼状、説明資料（事前送付） 
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アンケート調査へのご協力のお願い 
 

 拝啓 時下ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。 
 
 私ども、労働政策研究・研修機構は、厚生労働省所管の独立行政法人です。この

たび、貴殿にアンケート調査へのご協力をお願いしたく、ご挨拶を申し上げます。 
 
 日本人の働き方が多様化していると言われるなかで、当機構では、若年期から壮

年期にかけて、日本人がどのような職業キャリアを歩み、現在どのような働き方を

しているのかを明らかにするために、実態調査を行うことといたしました。本調査

も、厚生労働省職業安定局と連携しながら進めてきております。 
  
 調査の実施にあたり、各市区町村の住民基本台帳から、公式の手続きを経て調査

対象者を選定させていただきましたところ、貴殿にご協力をお願いすることとなり

ました。 
 
 つきましては、同封のパンフレットをご覧の上、調査にご協力いただければ幸い

でございます。なお、本調査の実施は、株式会社日経リサーチに委託させていただ

いておりますので、あわせてご了承いただきたく存じます。 

敬具 

平成二十五年 七月 吉日 

独立行政法人 労働政策研究・研修機構  

理事長 菅野 和夫 
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 「職業キャリアと働き方に関するアンケート」は、独立行政法人労働政策研究・研修機構の委託を受けて、

日経リサーチが実施いたします。日経リサーチは、企業活動や消費行動に関するあらゆる情報収集を実施す

る、日本経済新聞グループの総合調査会社です。身分証を身につけた日経リサーチの調査員がおうかがいし、

改めて調査へのご協力をお願いいたします。お忙しい中誠に恐縮ですが、本資料をご一読いただき、調査の

趣旨と意義をご理解の上、ご協力くださいますようお願い申し上げます。 

 

■ 調査の目的 

 この調査は、日本人の働き方が多様化していると言われる中で、若年期から壮年期にかけて、人々がどの

ような職業キャリアを歩み、現在どのような働き方をしているのかを明らかにすることを目的としていま

す。調査結果は、今後の労働政策の立案に役立てられます。 

 

■ 調査の概要 

調査対象者 ：住民基本台帳から無作為に抽出した、全国の 25～44 歳の男女 10,000 人 

調査方法 ：①まず、担当調査員がご自宅にうかがい、その場でヒアリングをいたします。 

（ヒアリング所要時間は 10 分前後です） 

②その後、アンケート用紙をお渡ししますので、ご記入をお願いいたします。 

（アンケート用紙は後日、調査員が回収にうかがいます） 

調査日程 ：７月５日（金）～８月２日（金） 

  ※７月１５日（月）までに担当調査員がおうかがいします。訪問時にご本人様がご不在の場

合や、お取り込み中の場合は日時を調整いたしますので、ご協力をお願いいたします。 

調査謝礼 ：調査にご協力いただいた方全員に、薄謝（図書カード１０００円相当）を進呈します。 

 

 

【調査の実施に関するお問い合せ先】 

「職業キャリアと働き方に関するアンケート」アンケート事務局 

TEL：0120-513-386（フリーダイヤル） 
（受付時間：平日 9：00～12:30 13:30～18：00） 

  
 
 
 
                    

「職業キャリアと働き方に関するアンケート」ご案内 

～後日、調査員がご自宅を訪問させていただきます～ 

株式会社日経リサーチ 

東京都千代田区内神田 2-2-1 鎌倉河岸ビル  

ホームページ：http://www.nikkei-r.co.jp  

メール：      

調査 NO:13-406-0192              

左の QR コードまたは URL からも調査希望日時を登録することができます。 

スマートフォン・パソコン・タブレットからアクセス可能です。 

アクセスの際、封筒のラベルに記載してある調査対象者 ID（半角数字 6 桁）を入力してく

ださい。スマートフォン以外の携帯電話からはアクセスができませんので、ご注意ください。

 

※ 希望日時をご登録いただいた後、調査日時の確定のため、日経リサーチ担当より 

電話またはメールにてご連絡させていただきます。 

【調査日時登録用 QR コード】 

【調査日時登録 PC 用 URL】 
 
http://top.nikkei-r.co.jp/2090/job/1/ 
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■よくあるご質問について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｑ．なぜ私が選ばれたのですか？ 

A．住民基本台帳から全国の 25 歳～44 歳の方をくじ引きのような方法で無作為に抽

出しました。住民基本台帳は、国や地方自治体の公的調査や学術を目的とした調査

では閲覧できることが住民基本台帳法で定められています。本調査も各自治体が定

める手続きに従って申請、許可を受けて閲覧いたしました。取得した情報は氏名、

住所、性別、生年月日です。この情報はあくまでも本調査のためだけに使いますの

で、ご安心ください。 

Ｑ．調査はどのように行われるのですか？ 

A． 担当調査員がご自宅にうかがい、その場でヒアリングをしてお答えいただきま

す。また、アンケート用紙を渡して記入依頼を行い、後日回収にうかがいます。

調査員訪問時にご不在の場合は、ご不在連絡メモをポストに投函いたしますの

で、ご在宅の日時をご連絡ください。 

Ｑ．調査に協力する義務はあるのですか？ 

A． ご協力に関しては、あくまでもお願いするものであり任意となります。ただ、 

今後より良い働き方ができるような政策立案（※）に活用される調査ですので、 

１人でも多くの方に調査へのご協力をお願いしております。 

※労働政策研究・研修機構では、独立行政法人通則法に基づき、 

以下のような調査研究・プロジェクトを実施しております。 

・生涯にわたるキャリア形成支援に関する調査研究 

   ・正規・非正規の多様な働き方に関する調査研究 

   ・女性の活躍促進に関する調査研究プロジェクト 

   ・仕事と生活に関する調査研究 

A．訪問する担当調査員は、日ごろから専門の訓練を受け、これまで数多くの調査を経

験しており個人情報の管理についての研修も受けております。日経リサーチの調査

員証を携帯しておりますのでご確認ください。 

Ｑ．調査員はどのような人ですか？ 
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Ｑ．日中自宅にいないのですが？ 

A.ご希望の調査日時をフリーダイヤルもしくはインターネットサイトからご連絡いた

だけますでしょうか。日経リサーチ担当より電話またはメールにてご連絡させていた

だきます。詳しくはこの案内の１ページ目をご覧ください。 

                         
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

A．調査員のヒアリングは 10 分前後です。ご自身でご記入いただくアンケートの所要

時間は、20 分程度です。 

Ｑ．調査の回答にはどのくらい時間がかかりますか。 

Ｑ．謝礼はいつ頃どのような方法でもらえますか？ 

A．調査員がアンケート用紙の回収にうかがった際に、薄謝（図書カード１０００円相

当）をお渡しいたします。 

Ｑ．調査結果はどのように使われるのですか？ 

A. 今後の労働政策の立案に活用されるほか、研究成果は冊子にまとめられて刊行、

労働政策研究・研修機構の web サイトで公表されます。過去の研究成果は下記

の web サイトでご覧になれます。 

http://www.jil.go.jp/institute/seika.html 

なお、お答えいただいた内容は統計的に処理し、「サービス職の方は何％」とい

うように数字としてまとめますので、どなたがどのようなお答えをされたかに

ついて知られることは一切ありません。 

A．日経リサーチは 1999 年にプライバシーマークをほかの企業に先駆けて取得し、全社

を挙げて個人情報の保護に取り組んでまいりました。皆様からご回答いただいた調

査情報の匿名性や個人情報の管理には細心の注意を払っています。詳しくは

http://www.nikkei-r.co.jp/policy/をご覧ください。 

Ｑ．私の個人情報の管理方法は？  

Ｑ．調査の内容はどのようなものですか？ 

A．学校卒業後の職業経歴、仕事と生活の実態や働き方についての意識をおうかがい

するものです。 
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■本調査の実施体制 

 「職業キャリアと働き方に関するアンケート」は、労働政策研究・研修機構の委託を受けて、日経リサー

チが実施いたします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調査対象者 統計処理した 

調査結果を報告 

【調査主体】 

独立行政法人 

労働政策研究・研修機構 

 調査を委託 調査を依頼 

調査に協力 調査員 

【調査実施機関】

株式会社 

日経リサーチ 

【調査実施機関】 

〒101-0047 東京都千代田区内神田 2-2-1 

鎌倉河岸ビル 

HP: http://www.nikkei-r.co.jp/ 

 日経リサーチは、企業活動や消費行動に関するあらゆるニーズに詳細な実用情報でお応えする日本経

済新聞グループの総合調査会社です。 

公正な立場に立った、社会的価値の高い情報サービスの提供を使命として日経各紙・各メディアに掲

載される内閣支持率や社会動向に関する世論調査、各種経済情報、企業・産業界や消費者の動向など多

種多様な情報を扱っています。また、日本経済新聞グループのほか官公庁や一般企業の依頼によりマー

ケティング調査や社会調査など様々な情報収集を実施しています。 

 

株式会社 日経リサーチとは 

【調査主体】 

 労働政策研究・研修機構は、平成 15 年 10 月に日本労働研究機構と労働研修所（厚生労働省）が統合

し、労働者の福祉の増進と経済の発展に資することを目的として設立された、厚生労働省所管の独立行

政法人です。 

内外の労働に関する事情及び労働政策についての総合的な調査及び研究、並びにその成果の普及を行

っています。また、その成果を活用して厚生労働省の職員やその他の関係者に対する研修を行うことに

より、我が国の労働政策の立案及びその効果的かつ効率的な推進に寄与しております。 

独立行政法人 労働政策研究・研修機構とは 

〒177-8502 東京都練馬区上石神井 4-8-23

HP:http://www.jil.go.jp

（個人情報は調査終了後、責任をもって破棄します） 
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